
披保護者就労支援事業実施要綱  

制定 平成17年4月1日  

最近改正 平成18年4月1日  

1 事業目的   

生活保護制度は最低生活の保障とともに自立の助長を目的としているが、不況の   

長期化や産業構造の変化等の影響を受け、被保護者の中には、稼働能力があり求職   

努力をしても就労の機会を得ることができない者や適切な求職活動を行えない者   

が見られるところである。   

一方で、有効求人倍率に改善の兆しが見られるとともに各種の雇用施策の充実が   

図られてきていることなどから、公共職業安定所（ハローワーク）をはじめとする   

関係機関との連携を図ることで、被保護者の就労意欲を喚起し自立・就労支援を進   

めていく時機にあるとも考えられる。   

このため、就労に関する専門的な知識・経験等を有する被保護者就労支援非常勤   

嘱託職員（以下、「就労支援員」という。）を各区保健福祉センターに配置し、被保  

護者への就労指導を行う現業員を側面的に援助するとともに、被保護者に対する適  

切な支援を行うことにより、就労自立の促進を図ることを目的とする。  

2 就労支援員の配置   

健康福祉局において就労支援員を雇用し、各区保健福祉センターに配置する。就   

労支援員は、各区支援運営課長及び西成区生活支援課長の指揮命令系統下において、   

業務を遂行するものとする。  

3 就労支援員の業務内容   

就労支援員の行う業務は次のとおりとする。なお、被保護者の就労を実現できる   

よう、求職活動への同行に至るまで支援を継続することが望ましい。  

（1）被保護者への相談、助言   

ア 被保護者からの求職相談に応じ、求職の方法・意識・心構え等について助言  

を行う。  

（2）被保護者への求人情報の収集と提供   

ア 被保護者の職歴等に応じた求人情報を、就労支援パソコン等を活用して収集  

し、提供する。  

（3）被保護者への職業紹介   

ア 求人の申込みを受付ける。   

イ 必要に応じて事業者に対し、電話・訪問等により求人登録を行う。   

ウ 被保護者に職業紹介を行う。  

（4）求職活動の支援   

ア 履歴書の書き方、面接の受け方等について助言を行う。   

イ 公共職業安定所等の有効な活用方法について助言を行う。  
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（5）求職活動への同行   

ア 被保護者の公共職業安定所等での求職に同行し、求職活動の支援を行う。   

イ 必要に応じて被保護者の企業面接に同行する。  

（6）現業員等への就労指導の援助   

ア 収集した求職情報を整理し、査察指導員及び現業員に提供する。   

イ 効果的な就労支援の方法を査察指導員及び現業員に教示するとともに、必要  

に応じて研修を実施する。  

（7）その他   

ア 公共職業安定所等の職業相談・職業紹介機関との連絡調整   

イ 保護課長、各区支援運営課長及び西成区生活支援課長の特命に関する事項  

4 現業員と就労支援員の連携   

本事業は、現業員が行う就労支援、就労指導の一環として実施するものであるこ   

とから、現業員と就労支援員は支援方針や進捗状況を共有するなど、十分に連携を   

図るものとする。  

5 事業対象者  

自立助長推進ケースをはじめ就労意欲が比較的高く、健康状態・家庭環境等の就   

労を阻害する要因（以下、「就労阻害要因」という。）が比較的少ない被保護者のう   

ち、就労支援員による支援が効果的であると認められる者とする。   

ただし、就労支援員と現業員による支援によって、就労意欲の向上・就労阻害要   

因の解消を図ることが期待できる者については、事業対象者として差し支えない。  

6 事業の実施方法  

（1）対象者の選定・方向付け  

現業員は、査察指導員と十分に調整のうえ就労支援を要する者を選定し、「ケ   

ーース選定票」（様式1）を作成する。  

なお、選定にあたっては、必要に応じてケース事前検討会議を開催し、対象者  

の情報及び支援方針等の検討や共有化を図ることが望ましい。  

（2）対象者への説明  

現業員は、必要に応じて就労支援員の同席を求め、選定した対象者に対し、就   

労支援員を関与させることで就労支援・指導を行う旨の処遇方針を充分に説明し、   

本人の意思を確認すること。  

面接の日程等が決定した場合、就労支援員は「就労支援対象者名簿」（様式2）  

を作成すること。  

（3）初回面接  

初回面接時には、対象者に対して、就労支援員及び現業員から、必要な情報の   

聴取及び就労支援についての具体的な方法等の説明を行うこと。  

就労支援員は初回面援終了後、対象者ごとに「就労支援記録票」（様式3）を   

作成するとともに、支援内容・結果について「支援状況記録票」（様式4）に記  

－13－   



載することにより、現業員との情報の共有化を図ること。  

（4）継続支援   

就労支援員は、対象者の個別状況に応じた支援を継続して行うこと。各回の支   

援終了後は「就労支援記録票」（様式3）を必要に応じて追記するとともに、「支   

援状況記録票」（様式4）を記載することにより、現業員との情報の共有化を図   

ること。  

（5）支援状況の確認   

就労支援員の支援を受けて対象者の就労が実現した場合、現業員は速やかに   

「支援状況確認票」（様式5）を作成すること。   

また、支援開始後一定期間が経過した支援対象者について、各区支援運営課長   

及び西成区生活支援課長は、現業員が作成した「支援状況確認票」（様式5）を   

活用しつつ、必要に応じてケース検討会議を開催のうえ、対象者の状況を確認す   

るとともに支援方針等を再検討すること。  

（6）月次報告  

就労支援員は就労支援結果を「被保護者就労支援事業報告書」（様式6）に記   

入し、また、担当現業員等は「就労開始者実績報告書」（様式7）を作成し、翌   

月10日までに各区支援運営課長及び西成区生活支援課長を通じて保護課あて   

報告すること。  

附則   

この要綱は、平成17年4月1日より施行する。  

附則   

この要綱は、平成18年4月1日から施行する。  
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様式一覧  

帳票名   主な作成者   

様式1  ケース選定票   現業員   

様式2  就労支援対象者名簿   就労支援員   

様式3  就労支援記録票   就労支援員   

様式4  支援状況記録票   就労支援員   

様式5  支援状況確認票   現業員   

様式6  被保護者就労支援事業報告書   就労支援員   

様式7  就労開始者実績報告書   現業員   
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被保護者就労支援事業実施要領  

1 対象ケースの選定   

自立助長推進ケースをはじめ、就労意欲が比較的高く、健康状態・家庭環境等の  

就労を阻害する要因が比較的少ない被保護者について、次の事例を参考に、査察指  

導員と調整のうえ現業員が選定する。なお、就労支援員が同時に支援できる対象者   

は限られるため、「就労支援予定表」（様式8）などを活用して、現業員、査察指導   

員及び就労就労支援員で十分な調整を行う。  

（1）母子世帯の世帯主等で、子が通所・通学しており、ある程度の就労時間が確   

保できている者  

（2）傷病が一定軽快し、就労が可能になった者  

（3）資格等を有し、それを活用することにより、早期に就労が可能となる者  

（4）特に就労阻害要因がなく、就労指導中の者  

（5）現在就労中であるが、被保護者の能力から転職が必要と判断し、増収（転職）   

指導中の者  

（6）その他、就労就労支援員による支援が効果的と考えられる被保護者  

2 ケース事前検討会議  

（1）事前検討会議は、現業員の選定したケースの情報及び支援方針等を組織として   

検討・共有することを目的とする。  

（2）事前検討会議は必要に応じて開催することとし、現業員がケース選定にあたり、   

就労就労支援員と協議を行った場合などは、事前検討会議の開催を要しない。  

（3）事前検討会議のメンバーは、課長、課長代理、査察指導員、担当現業員、就   

労就労支援員等のうち、必要なメンバーにより開催することができる。  

3 支援の目標   

本事業の目的は、被保護者の就労を促進することにあるため、対象者への相談、   

情報提供で支援を終了させるのではなく、求職活動の支援、求職活動への同行、必   

要に応じて職業紹介を行い、対象者に対し積極的に働きかけることを目標とする。   

なお、就労就労支援員と現業員とが密接に連携しながら支援を継続することが、   

本事業の実施にあたっては非常に重要である。  

4 支援の流れ  

（1）就労就労支援員は、初回面接において「就労支援相談票」（様式9）などを活   

用して、対象者の就労意欲等について十分に把握する。  

（2）継続的な面接のため、就労就労支援員はできる限り次回の日程を決めたうえ   

で、当日の支援を終了すること。なお、「就労支援受付票」（様式10）などを活用  

することで、対象者にも十分に周知すること。  

（3）現業員は、必要に応じて面接等に同席する。特に、初回面接については、同   

席することが望ましい。  
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（4）就労就労支援員は支援の状況を現業員に報告する。就労就労支援員と現業員   

は情報の共有に努め、査察指導員は必要な助言指導を行う。  

（5）就労就労支援員は初回面接終了後に、「就労支援記録票」（様式3）を記入し、   

支援ごとに必要に応じて加筆していく。また各回の支援終了後、「支援状況記録   

票」  

（様式4）を作成のうえ、実施機関内の決裁を受け「就労支援記録票」（様式3）   

とともに簿冊に編綴する。担当現業員は、その写しをケースファイルに編綴する。  

5 現業員による指導等   

現業員は支援内容に基づき、対象者に対して必要な指導等を行い、その結果を就   

労支援員に報告する。  

（1）求人への応募の有無など、「求職活動状況報告書」とあわせて状況確認と必要  

な指導を行う。  

（2）支援日程が未定の場合の日程調整等を行う。  

（3）面接に欠席した場合の理由の確認と指導等を行う。  

6 支援状況の確認  

（1）現業員は、支援期間中に就労に至ったケース、選定に問題のあるケース及び   

一一定期間（概ね3ケ月）を経過しても就労に至らないケースについて、随時、支援   

状況を確認するとともに、必要に応じてケース検討会議を開催し、支援方針につ  

いて再検討を行う。  

（2）ケース検討会議の開催については、ケース事前検討会議の開催に準じる。  

7 様式の記入   

別途定める記入要領による。  

附則   

この要領は、平成17年4月1日より施行する。  

附則   

この要領は、平成18年4月1日より施行する。  
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様式1  

ケース検討票  

担当者l   

ケースNO  対象者氏名  昭和 年 月  日生   歳l男女   

保護開始年月日  平成 年 月 日  世帯類型  高齢者 母子 傷病 障害 その他   

住所  TEL  

資格  □無 口有（□運転免許 ロヘルパー 級□  最終学歴  

世帯構成  健康状態  

年 月－ ●年 月  保護決定状況（直近 月）  

職歴  
年 月一 年 月  最低生活費  円  

年 月一 年 月  収入充当額  円  

年 月一 年 月  扶助額  円   

（1）就労支援の趣旨説明（ 年 月 日）  

意見聴取  

指導経過           （2）就労支援の意志確認（  

希望職種（  

希望日時（ 月   日（）  時  分から）   

検 討 会 議  年 月 日  

（1）就労支援の対象とするか否か（  

会議での  

検討事項  
決定日時（ 月 日（） 時 分～  

（1）支援期間（   

支援方針  

□情報提供（雑誌・ちらし・新聞・インターネット）□履歴書作成  □職安への同行  

支援内容         □面接アド／〈イス   ロ求人先への同行   口技能習得の検討  口職業訓練の検討  

□その他  

課 長  課長代理  査察指導員  担当者  支援員  
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様式 2  

区   

整理  対象者  性  

番号   NO  氏名  別   月／日（相談・提供・同行・応募・就労等）  
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様式 3  

整理番号   

受付年月日  平成 年 月 日  就 労 支 援 記 録 票   

ケースNO   対象者氏名   年 月 弛l  歳   

就 労 に つ い て の 希 望  経 験 し た 主 な 仕 事   

希望の仕事  最近の仕事から   

希望の賃金  

希望の時間  

希望の休日  

その他希望  最 終 の 職 業   

備  考  事業所名  

退職理由   

応  募  状  況   

月日   事 業 所 名  狩在地（区  採否結果   備  考  

就 労 先 事 業 所   

事 業 所 名  就労形態  就労期間   備考  
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様式 4  

供 覧   



様式 5  
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様式 6  

被保護者就労支援事業報告書  
区  

1．支援ケース者数（実数）  

24以下  25～34  35～44  45～54  55～64  65以上   計   

新 規  

継 続  

計  

2．支援回数  

24以下  25′～34  35～44  45′、54  55～64  65以上   計   

新 規  

継 続  

計  

3．支援内容  

24以下  25′～34  35～44  45～54  55～64  65以上   計   

相談件数  

情報提供  

職安等同行  

応募件数  

就労件数  

4．支援結果  

24以下  25′～34  35～44  45～54  55～64  65以上   計   

常勤  

パート  

派遣  

短期  

その他  

計  

継続支援  

支援中止  

5．求人登録数  

A  B  C  D  E  F  G  H  回  J  K  L  M  N  0  P  Q  R  S  計   

常  用  

臨  時  

日  雇  
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様式 7  
就労開始者実績報告書 （  区）  

担当  事      薬 効 果 額  
離職 年月日  再支援 年月日  備考  

コード   氏名   年月日   5月   6月  7月  8月   9月  10月  11月  12月 1月   2月   3月  

l  

N  



キャリアカウンセラー派遣事業実施フロー  

【使用帳票】  

個人票   

様式2   

（名簿登載）  

③初回面接の調整   

・対象者に対し、担当CW（自立支援担当係長等  
同席のこともあり）がセンターの処遇方針説明およ  

掛
 
 

値
 
 

3
 
 

式
 
 

様
 
 

び事業の説明  
・対象者の事業参加の同意  
・初回面接の日時設定   

④初回面接または訪問  

・担当C：W  

・キャリアカウンセラー  

・自立支援担当係長  

※対象者への事業説  
明と、キャリアカウンセ  
ラーとの初回面接が一  

緒になることも想定され  

ます。  

＼
－
一
J
 
l
－
■
－
・
 
絡
 
告
 
 

連
 
報
 
（
 
 
 
（
 
 
 

3
 
4
 
 

式
 
式
 
様
 
様
 
 

⑤2回目以降  

進捗状況  
ヽ
－
一
′
 
 
 
 
 
＼
l
■
′
■
 
 

絡
 
告
 
 

連
 
報
 
′
l
 
 
 
 
 
1
 
 
 

3
 
 
4
 
 

式
 
式
 
様
 
様
 
 
 

担当者  自立支援  

担当係  

実施状況報告  

SV・課長他  

＼ 派遣確認簿・集計表  

⑥ケース検討  

・キャリアカウンセラー派遣事業継続  

・他事業への移行  

・処遇方針変更等   

様式1   

派遣確認簿  

個人票   
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キャリアカウンセラー派遣事業実施の手引き   

大阪市では、生活保護の適正実施の一環として、平成17年度から各種の就労  

支援事業をはじめました。   

4月開始の「被保護者就労支援事業」（就労支援員配置事業）をはじめ、7月  

に「被保護者就職支援事業」、8月に「被保護者雇用促進助成事業」がそれぞれ  

事業実施となり、10月から始まる「キャリアカウンセラー派遣事業」「被保護  

者自立意欲喚起事業」で今年度の事業は出揃うことになります。   

半年を経過して、各区の実施状況にばらつきが出始めており、就労支援事業  

の点検と見直しが必要と思われますので本事業の導入をきっかけにして、各区  

の就労支援の方法について再検討していただきたいと考えます。   

実際に事業を活用する中で、お気づきの点等ありましたら、今後の取組の参  

考にしていきたいと思いますので活発なご意見もお待ちしています。  

1 事業の目的   

稼働年齢層にあり就労可能な被保護者の就職に向けて個人の興味、能力、価  

値観等を基に対象者にとって望ましい職業選択を援助し、長期的効果の期待さ  

れる能力開発も含めた積極的な措置を講じることにより、就労支援をより効果  

的に進めていくことを目的とします。  

2 事業内容   

キャリアコンサルタントの資格をもつ人材を有する事業者に本事業を委託し、  

各区保健福祉センターに定期的に出張し、被保護者のカウンセリングにあたっ  

ていきます。また、必要に応じて家庭訪問等も行い、各区保健福祉センターと  

連携を図りながら就労支援を行います。加えて、カウンセリング手法等につい  

てケースワーカーに対する研修も行っていきます。  

3 事業の対象者   

稼働年齢（65歳未満）にあり稼働能力を有するもの  

4 事業の委託先   

今年度は、企画提案の応募のあった4団体のうち、選考委員会により選考さ  

れた00㈱、㈱△△に委託することになりました。  
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5 事業の進め方   

（1）その他・母子・傷病世帯を全件抽出していただきます。（今年度は、高  

齢・障害ケースについては抽出段階ではずしますが、それぞれの被保  

護者の必要に応じて本事業の利用は行ってください。）  

（2）抽出したケースの稼働能力・現在の就労状況を確認してください。「就  

労不能」の方、すでに就労中で増収・転職指導の必要のない方は対象  

からはずします。   

（3）稼働能力の把握ができていないケースについては、速やかに病状調査  

を実施してください。   

（4）現在、他の就労支援事業を利用されている方は除きます。ただし、他  

の事業を利用しているものの、就労意欲の問題で処遇の見直しが必要  

な方については、「キャリアカウンセラー派遣事業」への事業変更を検  

討してください。   

（5）稼働能力のあるケースをもれなく就労支援できる体制作りをお願いい  

たします。   

（6）事業の実施にあたりましては、被保護者の事業参加の同意が必要とな  

ります。くれぐれもご注意ください。   

（7）お手数ですが、キャリアカウンセラーの登退庁日時についての管理を  

自立支援担当係長でお願いします。  
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受理年月日  

き や り あ か う ん せ ら － はけんじぎょうさんかもう こ しょ  

キャリアカウンセラー派遣事業参加申込書  

じぎょうがいよう  

①事業の概要   

せんていりゆう  

②連定理由   

せいかつほごせいどしく  

③生活保護制度の仕組み  

せつめい ほんじぎょう さんかもうこ  

いじょうう 以上につきまして、説明を受けました。本事業への参加中し込みをします。  
き ゃ り あ か う ん せ ら － はけんじぎょう  り よ う  

なお、「キャリアカウンセラー派遣事業」を利用するにあたり、  

く ほけんふく し せ ん た －   はあく  わたし  じょうはう  たんとう か う ん せ ら －   

区保健福祉センターが把握している私の情報を担当カウンセラーに対して   
たい  

った  およ  ほん じ ぎょう  さんか  たんとう か う ん せ ら －   あら  はあく  

伝えること、及び本事業への参加により担当カウンセラーが新たに把握する  

く ほけんふく し せ ん た －  たい  ていきょう  

区保健福祉センターに対して提供することにつ  
わたしじようほう  

私の情報を  

どうい  

いて、同意します。  

へいせい  

平成  

ちょうめ 丁目  
じゆうしょ  

住所  

ていしゆつさき  （提出先）   

おおさかし 大阪市  
く ほけんふく し せ ん た － しょちょう  

区保健福祉センター所長  
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